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研究要旨 

日本および海外諸国を対象として、歯科保健医療に関するさまざまな情報を収集し、その内

容について比較検討を行った。その結果、以下のことが明らかになった。 

我が国の歯科保健医療制度の利点としては、法律に基づいたライフステージ別の歯科保健

事業の全国レベルでの展開、十分な歯科医療従事者の数、公的歯科保健活動が開業医により担

当されていること、誰もが平等に比較的安価で歯科治療が受けられる公的医療保険制度を有し

ていること、さまざまな調査による豊富な歯科保健データの蓄積等が挙げられた。 

また、今後、我が国において検討・改善すべき点としては、歯科保健医療制度・口腔保健

状況等についての英語での情報発信、地域の現状に応じて地域単位での歯科保健医療制度の改

革を可能にすること、口腔疾患の予防に関するガイドラインの作成・普及、ITを利用した口腔

保健データの収集・管理・評価システムの構築、歯科保健に関する研究の推進と研究成果の施

策への反映、生涯研修制度の充実、新しい口腔の質評価指標の開発等が挙げられた。 

歯科医療の国際標準化、国際協調が進展する中で、日本は優れた歯科保健医療制度、公的医

療保険制度、歯科保健状況の調査手法などを有しているので、海外に向けて積極的に情報発信・

情報公開していくことが必要と思われた。 
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Ａ. 研究目的 

う蝕や歯周病の発生や進行には、食習慣、喫

煙習慣、口腔清掃習慣等の生活習慣が大きく関

与しており、歯科疾患は生活習慣病の一つと考

えられている。う蝕は、乳幼児期・学齢期では

減少傾向が報告されているが、各ライフステー

ジにおいて有病率が高く、地域格差も認められ

るので、今後も効果的なう蝕対策を推進してい

くことが重要とされている。 

また、歯周病は成人における歯の喪失の大き

な原因であり、糖尿病、誤嚥性肺炎、動脈硬化、

心筋梗塞等の全身疾患と歯周病との関連も報

告されており、生活習慣病対策の一環として、

成人期の人々を対象に効果的な歯周病対策を

展開していくことが大切と考えられている。 

さらに、高齢社会の我が国では、歯の喪失や

咀嚼嚥下等の口腔機能の低下等の口腔保健、口

腔領域の疾患対策に対する社会の関心が高ま
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っており、高齢者に対する歯科保健対策も必要

とされている。 

国や地域により、歯科保健の状況、歯科医

療従事者数等歯科保健医療の提供体制、歯科医

療制度等は異なっている。しかし、う蝕、歯周

病等の歯科疾患の原因は基本的に同じであり、

予防や治療を行う際の原則は共通している。し

たがって、我が国におけるこれまでの歯科保健

事業等の実態把握等、歯科保健の現状及びその

評価を行い、他国における予防への先進的な取

組や、歯科保健を推進するための組織・制度な

どを把握した上で、歯科における保健と医療の

相互補完性及び相乗効果にも着眼しつつ比較

分析を行うことは、今後の我が国の歯科保健を

推進する上で非常に参考になると考えられる。 

本研究の目的は、国際的な視点から我が国

の歯科保健施策を客観的に評価するとともに、

国内の歯科疾患をとりまく社会環境の変遷、歯

科保健の現状とその評価を行い、今後必要とさ

れる地域やライフステージを考慮した歯およ

び口腔の健康づくりの支援体制の構築に向け

た具体的な提示を行うことである。 

 

Ｂ. 研究方法 

1. 日本に関する調査研究 

日本に関しては我が国の歯科保健医療の提

供体制に関する基礎データの最新情報および

公的医療保険制度の概要をまとめ、海外への情

報発信に向けて、その内容を英訳した。また、

介護保険制度に関する情報の概要をまとめた。 

1957年の第1回歯科疾患実態調査から、2011

年の第10回調査までの54年間にわたる調査結

果をもとに、乳歯や永久歯のう蝕、歯の保有状

況、処置・補綴状況、歯肉の状況等の日本人の

口腔保健状況の推移について検討を行った。 

また、日本における疫学調査のデータをもと

に、学歴と口腔保健状況との関連、歯周病と冠

動脈性心疾患との関連、出産回数と歯の状況と

の関連について検討を行った。さらに、日本に

おける健康格差と社会的要因についての情報

や歯科領域の先進医療に関する情報に関して

も情報を収集した。 

 

2. 海外に関する調査研究 

我が国と国際比較を行う対象国として選

んだのは、欧米及びアジアにおいて、我が国

と医療水準が同程度、または、類似の歯科保

健制度を有すると考えられる先進国である。

また、地域ごとの歯科関連情報がまとめられ

ていた他のアジア諸国やヨーロッパ連合（E

U）加盟国の歯科保健医療制度に関する情報

も収集し、分析に利用した。 

海外調査は、インターネットや文献書籍に

よる資料収集、現地調査、外国人研究者の招

聘等を行って、最新の海外歯科情報を収集し

た。具体的に、訪問して現地調査を行った国

は米国、英国、ドイツ、スウェーデン、デン

マーク、韓国、シンガポール、オーストラリ

アである。 

調査した基本項目は、以下の通りである。 

1. 基本データ 

1) 人口構造 

2) 医療費・歯科医療費 

3) 各種指標でみた歯科保健状況 

4) フッ化物の応用状況 など 

2. 歯科医療従事者 

1) 歯科医師 

2) 専門医 

3) 歯科衛生士 

4) 歯科技工士  

5) 歯科助手 

6) その他の歯科専門職 など 

3. 歯科保健医療制度 

1) 歯科独自の法律の有無 

2) 歯科疾患実態調査の有無 

3) 公的歯科保健活動 など 

4. 公的医療保険制度 

1) 国民皆保険制度の有無 

2) 歯科治療の給付対象 

3) 医療費助成制度 など 
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5. 歯学教育 

1) 学部教育 

2) 国家試験制度の有無 

3) 卒後研修制度 

4) 歯科医師免許更新制度 など 

 

また、2010年および2012年に発表された

「A Nordic Project of Quality Indicators

 for Oral Health Care」の報告書に記載さ

れていた歯科保健医療の質評価指標について

調査し、北欧4カ国のデータを日本と比較して

検討を行った。さらに、英国で使用されてい

る予防ツールキットや、国際歯科研究学会（I

ADR）が発表した、口腔の健康格差解消のた

めの国際的研究課題についても調査を行っ

た。 

 

3.  歯科保健医療制度の国際比較 

1および2で得られた国内と海外の歯科保健

に関する種々の調査結果をもとに、我が国と

海外諸国とを比較検討して国際的な視点から

我が国の歯科保健制度について評価を行った。 

 

なお、本研究では以下のように計4回の学術

会合を開催して研究成果の公表を行い、国内

外の専門家らと意見交換を行った。 

 

国際シンポジウム 1（2011 年 6月 14 日開催） 

Asian Perspectives and Evidence on Oral 

Health Promotion 

国際シンポジウム 2（2012 年 3月 6日開催） 

Public Oral Health Activities in 

Indonesia and Japan 

国際セミナー（2012 年 3月 12 日開催） 

Review and Perspective on Continuing 

Dental Education 

公開シンポジウム（2014 年 3月 11 日開催） 

歯科保健医療制度の国際比較 ～日本が海

外から学ぶこと、海外に伝えること～ 

 

（倫理面への配慮） 

本研究では、我が国および海外諸国において、

すでに官公庁などで公表されている既存のデ

ータを収集して分析するので、倫理上の問題は

ない。 

 

Ｃ．研究結果および考察 

1. 歯科保健医療制度の国際比較 

日本および米国、英国、ドイツ、スウェーデ

ン、デンマーク、韓国、シンガポール、オース

トラリアに関して、基本データ、歯科医療従事

者、歯科保健医療制度、公的医療保険制度、歯

学教育の概要を比較した表を、資料に示す。 

 

1) 基本データ 

 各国の人口は、米国：3億1666万人、英国：

6339万人、ドイツ：8114万人、スウェーデン：

911万人、デンマーク：555万人、韓国：4895

万人、シンガポール：546万人、オーストラリ

ア：2226万人である。日本（1億2722万人）よ

り人口が多い米国は、実際は国レベルではな

く、州レベルで医療制度が実施されている。

また、英国、ドイツ、オーストラリアも州あ

るいは地域ごとに、医療制度が異なっている。 

スウェーデンの人口は、日本では神奈川県

（約900万人）とほぼ同じであるし、デンマー

クやシンガポールの人口規模は、日本の北海道

や福岡県（約500万人）が該当する。すなわち、

これらの国の人口は日本の都道府県レベルで

ある。そのような小規模な国の中でも、さらに

地域に分かれ、地域ごとに独自の歯科保健活動

を実施している。このように少ない人口単位で

医療制度を運用しているため、柔軟に制度の変

更が行えるシステムになっていた。平均寿命は

調査した先進諸国では約80歳であり、日本を初

めとして、英国、ドイツ、スウェーデン、デン

マークでは特に高齢化が進んでいた。 

GDP における歯科医療費の割合は 0.2～0.7

であった。また、一人あたりの公的歯科医療費

は 21～206US ドルであった。しかし、このデー
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タをみて国際比較を行うのは困難である。歯科

医療費の比較を行う場合には、その国の物価指

数、為替の変動、保険制度の有無、給付内容や

範囲などを十分考慮して検討しなければなら

ない。また、私費治療に関するデータは公表さ

れていないため、歯科医療費の国際比較を行う

際には、数値の解釈には注意が必要である。 

口腔保健状況の比較では、12 歳児の DMFT に

関してはどの国もデータ収集が行われていた。

高齢者に関しては、無歯顎者の割合が国際的な

歯科指標として良く使用されている。しかし、

この指標では、補綴処置の有無は評価できず、

高齢者の口腔機能を評価することはできない。

高齢者に関しては、20 歯以上の歯の保有や機

能歯ユニット（Functional Tooth Units)等の指

標を取り入れることが必要と思われる。我が国

では 1989年から「8020運動（80歳になって

も 20 本以上自分の歯を保とう）」が全国で推

進されており、20 歯以上の歯の保有に関する

データの蓄積は世界一豊富である。2011 年の

歯科疾患実態調査によると 8020達成者の割合

は 38.3％（推計値）で、この 20年間に大きく

向上している。今後、口腔機能を客観的に評価

でき、国際的に簡便に使用できる指標の開発を

していく際には、日本が先導して有用な指標を

提示していくことが重要であろう。 

フッ化物の応用に関しては、全身応用は日本

では実施されていないが、水道水のフロリデー

ションや食塩へのフッ化物添加を実施してい

る国が多かった。 

 

2) 歯科医療従事者 

 我が国の人口1000人あたりの歯科医師数は

0.8で、ドイツ、スウェーデン、デンマークと

ほぼ同じである。韓国、シンガポールは0.3

と少なかった。専門医の種類や制度設定は国

によって大きく異なっており、日本と単純に

比較はできない。 

歯科医師以外の歯科医療従事者に関しても

その種類や役割は、国により異なっている。

例えば、日本と異なり、「歯科助手」という

名前の職種は、健康教育や歯科予防処置が行

える専門家である場合もある。職種名だけで

なく、その役割を確認することが国際比較で

は重要である。 

 

3) 歯科保健医療制度 

海外諸国と日本の歯科保健医療制度を比較

すると、基本的な制度設計に大きな相違が認め

られる。日本では、行政が主体となって行う歯

科保健サービスと、医療機関が主体となって行

う歯科医療サービスの二つが主な柱になって

制度が構成されている。 

しかし、海外における公的歯科保健サービス

は、水道水のフロリデーション等の国全体、地

域全体で行う広域の予防対策、及び、小児、高

齢者、低所得者、障害者等の人に対して無料ま

たは低価格で歯科治療を提供していくことを

指している。日本で使われる保健・医療・福祉

という分類自体が海外には存在しない。 

また、日本と海外とでは公的機関と民間に勤

務する歯科医師の役割に違いがみられる。海外

では、保健所や保健センター、公立病院などに

公務員として勤務する歯科医師、歯科衛生士、

デンタルセラピストが、さまざまな公的事業に

携わっている。公務員の歯科医師は保健事業だ

けでなく、歯科医療にも従事しているが、実態

としては医療の比率が非常に大きい。歯科医療

を受けられない人々を対象に歯科治療を提供

することが、歯科の公的サービスの中心になっ

ているからである。 

海外では、民間の歯科医師、すなわち開業医

が公的サービス（公衆衛生事業）を担当するこ

とはほとんどない。ボランティアの活動として、

一部の開業医が学校歯科保健事業や地域での

歯科保健事業に携わる事例はあるが、このよう

な活動は一般的ではない。 

一方、日本では、行政職の歯科医師の数が非

常に少なく、公的保健事業は地域で開業してい

る歯科医師が主体となって実施されている。す
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なわち、開業医が歯科診療所で診療を行うと同

時に、自分が所属する地域において公衆衛生業

務も担当している。例えば、地域で開業してい

る歯科医師は、保健所の 3歳児歯科健康診査に

参加したり、学校歯科医となって、母子保健、

学校保健業務を担当している。これが海外諸国

ではみられない日本の公衆衛生事業の特徴と

考えられる。日本の歯科医師が、パブリックと

プライベートと 2 つの業務を実施していると

いう特性を生かした事業展開を、今後推進して

いくことが大切だと思われる。 

このように歯科保健医療制度の設計自体が

根本的に異なるため、ライフステージ別に実施

されている歯科保健事業を日本と海外で比較

しても、その実施内容は大きく異なっている。

海外では日本の歯科保健事業のように、歯科健

診や予防活動に重点を置いた活動ではなく、歯

科治療の提供が主体となっている。その背景に

は、歯科保険制度の有無が大きく関与している。 

 日本では、1歳 6か月児健康診査、3歳児健

康診査、学校保健統計調査、歯科疾患実態調査

等が長年にわたり実施されており、歯科に関す

るデータが豊富にある。そのようなデータがあ

るからこそ、日本人の口腔保健状況がこの 50

年間に全体として大きく改善していること、ま

た地域差が認められること等が明らかになっ

ている。 

今後、国際比較を行うためには、我が国もこ

れまでの情報や経験をもとに、積極的に関与し

て世界共通指標を作成し、同じ基準で歯科保健

に関する疫学データの収集、分析を海外諸国と

協力連携して実施していくことが必要と考え

られる。日本の国内だけで比較・モニターする

のではなく、海外とも共通で使用できる指標を

積極的に取り入れていくことが重要である。 

例えば、我が国の学校保健統計調査では、11、

12 歳児以外は、う蝕は乳歯と永久歯を合わせ

て、未処置歯所有者率と処置歯保有者率が算出

されている。学校歯科健康診断で学校歯科医は

児童生徒のすべての歯を診ているが、乳歯と永

久歯を分けたう蝕有病者率やう歯数の数値は、

統計的に算出されていない。ドイツやシンガポ

ールなどでは、学校保健データの収集は IT化

されており、データ管理が容易に行えるように

なっている。海外諸国のデータ収集・管理等を

参考にして、我が国も効率的に統計データを収

集する方法を検討していくことが必要である。 

 

4) 公的医療保険制度 

 日本は国民皆保険であり、ほとんど全ての歯

科治療(修復処置、歯髄処置、補綴処置、外科

処置)が保険診療の中で実施可能である。一方、

米国、シンガポール、オーストラリアには、基

本的に歯科治療に関する公的医療保険制度は

ない。 

韓国は日本と同様な公的医療保険制度を有

するが、歯科に関しては保存治療や外科処置な

どの給付はあるが、補綴治療に対する保険給付

はない。スウェーデンやデンマークでは、対象

者の年齢によって制度が異なっている。すなわ

ち、18/19 歳未満の子供の歯科治療に関しては、

矯正治療（条件あり）を含めてすべての治療が

無料である。しかし、成人の歯科治療に関して

は、一部補助金はでるが自己負担金は高い。中

でも、補綴処置の自己負担の割合は特に高くな

っている。 

英国の公的医療保険制度では、歯科治療の内

容を簡単・中等度・複雑の3つに分け、自己負

担額を決めるバンド制が導入されている。また、

プライマリーケアトラストが地域の医療サー

ビス全般の管轄を行い、地域の公的医療保険事

業の方針を決めることができるため、時代や環

境の変化に対応して、柔軟に制度の変更を行え

るシステムになっていた。 

高齢者、障害者、低所得者等に関しては、一

般の人々対象とは別に、各国がそれぞれ特別な

プログラムを有しており、歯科治療を提供して

いた。 

 

5) 歯学教育 
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 各国の学部教育は 4～6 年間であった。国家

試験を実施している国は、日本、米国、韓国で

あり、他国では歯科大学の卒業資格がそのまま

歯科医師免許の取得となっていた。日本とスウ

ェーデン以外は、生涯研修制度が義務化されて

いた。また、歯科医師免許の更新制度は、日本、

スウェーデン、デンマーク以外は実施していた。 

歯科医師免許の更新制度と生涯研修制度は、

歯科医療の質の保証・向上を目指すために必要

な制度であり、最新の歯科医療サービスを国民

に提供し、歯科医師が国民から信頼されるため

にも、今後我が国において検討していくことが

重要と考えられる。 

また、医療の国際標準化、国際協調が進展す

る中で、日本の歯科医師が海外で歯科医療を行

ったり、外国で免許を取得した歯科医師が日本

で歯科医療を提供したりする機会の増加も予

想される。日本において歯科医師の生涯研修制

度がないことが明らかになった場合、歯科医療

の国際協力、国際貢献活動を行う際に支障が生

じる可能性が危惧される。 

 

2. 歯科保健医療の質評価指標 

「歯科保健医療の質評価指標」は、具体的に

は歯科保健医療従事者に関する 3 項目および

歯科医療費の計 4 項目からなるストラクチャ

ー指標、1年間に歯科受診した者の割合、口腔

清掃習慣、甘味清涼飲料水の摂取の 3項目から

なるプロセス指標、子供と青少年のカリエスフ

リーの割合、DMFT、SiC Index、高齢者の無

歯顎者と機能的咬合を有する者の割合の 5 項

目からなるアウトカム指標で構成されている。 

北欧 4 カ国と日本の口腔保健状況や歯科医

療状況をこの質評価指標を用いて比較したと

ころ、データの調査年、対象、調査方法が異な

っていたり、収集していないデータもあり、共

通指標を用いて歯科保健医療を国際比較する

ことは非常に難しいことが判明した。 

今後、歯科保健医療を総合的に評価していく

ための世界共通の新しい質評価指標を開発し

ていくためには、豊富な口腔保健統計データを

有する我が国が積極的に関与して、海外諸国と

共同作業を行っていくことが必要と考えられ

た。 

 

3. 口腔疾患予防のガイドライン 

英国で使用されている「口腔保健の向上－エ

ビデンスに基づいた予防ツールキット（第 2

版）－」には、う蝕、歯周病、口腔癌、酸蝕症

などに関する予防法が、セルフケアとプロフェ

ッショナルケアという 2つの視点から、まとめ

られている。患者への助言としての予防のメッ

セージには、エビデンスの強さがⅠからⅤで示

されており、また、メッセージのエビデンスと

なる参考文献もリストとして挙げられている。 

提供者によって異なる予防情報が伝えられ

ると患者は混乱してしまうので、どの保健医療

機関においても、統一した基本的メッセージを

歯科医療従事者が提供していくことが重要で

ある。 

う蝕や歯周病の発生や進行には、食習慣、喫

煙習慣、口腔清掃習慣等の生活習慣が大きく関

与しており、歯科疾患は生活習慣病の一つと考

えられている。そこで、どの国においても生活

習慣の変容のために、保健指導や健康教育が行

われているが、同じメッセージを歯科医療従事

者が繰り返し、患者や地域住民に伝えていくこ

とが必要である。英国 NHS の予防ツールキット

は、統一した予防メッセージを提供するという

点で、参考になるプログラムと考えられた。 

我が国では治療のガイドラインは作成され

ているが、今後、口腔疾患予防のためのガイド

ラインを作成し、普及していくことも重要と考

えられた。  

 

3. 歯科保健研究に関する国際ガイドライン 

国際歯科研究学会（IADR）は歯科疾患の健康

格差解消を重要な研究課題として位置付けて、

2009年に健康格差を軽減できるようなプログ

ラムを検討するための研究組織であるGlobal 
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Oral Health Inequalities: the Research 

Agenda (GOHIRA)を設立した。IADR-GOHIRAは歯

科における以下の問題を解決すべき課題とし

て取り上げている。 

1) 知識のギャップ、特に橋渡し研究と社会政

策の不十分な取組み 

2) 口腔の健康に対する戦略と全身の健康に対

する戦略の乖離 

3) 根拠に基づくデータの不足 

世界的にみて口腔の健康に関する格差が存

在しており、口腔の健康格差の問題解決には、

健康の社会的決定要因に関する理解を進め、口

腔疾患の予防対策を全身の健康推進と統合し

て推進していく必要がある。 

近年、我が国においても、収入、学歴、職業

などの社会経済要因による健康格差が拡大し

ているという報告があり、日本においても口腔

の健康格差の解消・改善に関する研究を推進し

ていくことが必要である。歯科口腔保健法では、

調査の実施・活用や研究の推進が、基本的事項

の中で定められている。歯科保健研究の国際ガ

イドラインを参考にして研究を実施し、その研

究成果を施策に反映させていくことが必要で

ある。 

 

＊海外への情報発信・情報公開 

本研究では英語が母国語でない国の歯科デ

ータは、インターネットや文献書籍などでは非

常に入手しにくかった。近年、アジア地域、北

欧、EU加盟国等は、地域単位で同じ指標を用

いて歯科保健状況を調査し、英語で公表してい

る。今回、我々もそのような資料を翻訳するこ

とで、非常に多くの歯科関連情報を得ることが

できた。歯科医療の標準化、国際連携が深まる

中、各国の歯科データを共有することの重要性

が認識されてきている。世界の共通語である英

語を使用して、情報発信・情報公開することは

重要である。 

我が国の歯科保健医療に関する基礎データ

は、保健医療統計の中で整備されており、他国

と比較するとまとまっているが、海外の歯科関

係者はその内容についてほとんど知らない場

合がほとんどであった。日本の歯科保健医療制

度、公的医療保険制度、歯科保健状況の調査手

法などは、海外と比較して優れた点が多いので、

積極的に英語で情報発信・情報公開していくこ

とが必要と思われた。そうすることで、歯科保

健医療制度が不十分な開発途上国においては、

我が国の歯科保健医療制度は良いモデルにな

ると考えられた。 

 

Ｄ．結論   

我が国のこれまでの歯科保健医療制度を国

際的な視点から客観的に評価したところ、数多

くの利点があることが明らかになった。法律に

基づいたライフステージ別の歯科保健事業の

全国レベルでの展開、十分な歯科医療従事者の

数、公的歯科保健活動が開業医により担当され

ていること、誰もが平等に比較的安価で歯科治

療が受けられる公的医療保険制度、さまざまな

調査による豊富な歯科保健データの蓄積等で

ある。また、海外調査の結果を参考に、今後、

我が国において検討・改善すべき点は、以下の

通りである。 

 優れた日本の歯科保健医療制度・口腔保健

状況等について海外に向けて英語で情報発

信・情報公開する。 

 全国レベルではなく、地域の現状に応じて

地域単位で歯科保健医療制度を柔軟に対応

できるように改革する。 

 口腔疾患の予防に関するガイドラインを作

成し、普及する。 

 IT を利用した口腔保健データの収集・管

理・評価システムを構築する。 

 歯科保健に関する研究を推進し、その研究

成果を施策に反映させていく。 

 医療の質の確保するうえで、歯科医療従事

者が常に最新の情報、技術を有するように、

生涯研修制度を充実させ、将来的に義務化

する。 
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 口腔機能等を評価できる新しい口腔の質評

価指標を、海外諸国と協力して開発する。 
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